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４．需要喚起方策等の検討 

鉄軌道の事業採算性、Ｂ／Ｃを向上させるためには、鉄軌道の需要喚起が重要な課題である。 
需要の喚起を行った場合、鉄軌道の整備により地域全体として公共交通の利便性向上が期待され

るが、既存公共交通のモノレールやバス等への需要や採算面での悪影響も想定される。そのため、鉄
軌道整備による他交通機関への影響を定量的に把握した。 
また、鉄軌道とバス路線の望ましい結節のあり方を検討するとともに、鉄軌道の需要喚起方策とし
てバスのフィーダー化*と併せて長距離路線の見直しによる影響を定量的に把握した。 
 
*：従来の路線バスを幹線である鉄軌道への支線として運行するバスにすること。 
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４．１ 過年度調査の概要 
４．１．１ 平成 24 年度調査の概要 

平成 24 年度調査では、既存統計分析、事例収集、アンケート調査等により、鉄軌道の需要喚起
方策について、旅客（県民＋観光客）における需要喚起、貨物における需要喚起、まちづくりにお
ける需要喚起、自動車利用抑制策の四つに整理・分類した。 

 
４．１．２ 平成 25 年度調査の概要 

平成 25 年度調査では、需要予測結果に基づき、鉄軌道の利用状況を分析し、需要喚起を図るべ
き対象を把握するとともに、需要喚起に有効な施策について検討した。また、鉄軌道整備による他
交通機関への影響を検討した。 

 
（１）旅客（県民+観光客）の需要喚起方策 

需要予測結果から鉄軌道の利用割合や他交通機関からの転換状況を把握するとともに、意識調査
結果から県民や観光客の鉄軌道へのニーズを把握した。 
① 運賃施策の事例分析 
短距離帯での鉄軌道利用を促進させる施策として、短距離割引（1 駅のみ利用の運賃を半額程度

に割引く施策）の事例を収集した。その結果、実施例のひとつである沖縄県のゆいレールにおい
て、需要喚起に一定の効果があることを確認した。 
 

② 鉄軌道とバス路線の結節のあり方の検討 
鉄軌道とバス路線の結節のあり方を検討するため、鉄道ケース 1（うるま・パイプライン）とバ

ス路線の県庁周辺までのサービス水準を比較した。その結果、県庁周辺から概ね 10km 以遠につい
ては、鉄軌道の所要時間及び費用面での優位性が高く、バス路線のフィーダー化が需要喚起に有効
であることを示した。 
 

（２）鉄軌道の整備による他交通機関への影響把握 
鉄軌道が整備された場合の他交通機関への影響を検討した結果、モノレール、バスともに減収と

なることが予測された＊。モノレールやバスへのマイナス面の影響が想定されたことから、鉄軌道
とモノレール、バスとの連携やバス路線の再編等の課題を示した。 

＊：鉄道ケース 1（うるま・パイプライン）の予測結果であり、諸条件（ルート、システム、駅位置、速度等）が異
なる他のケースでは、予測結果が大きく異なる可能性があることに留意する必要がある。 

 
（３）その他の需要喚起方策 
○ 自動車利用適正化施策 
ロードプライシング＊についての海外事例を収集した結果、鉄軌道への需要喚起の面では一定の

効果が期待されるものの、住民・関係者の合意形成等の課題を示した。 

＊：道路混雑解消や環境問題の解決等を目的に、都心部等の特定地域への自動車の流入抑制を図るため、道路利用
者に対し課金を行う施策。 
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４．２ 平成 26 年度調査の検討結果 
４．２．１ 鉄軌道の整備による他交通機関への影響把握 
（１）総合交通体系の現状 

 沖縄本島地区における既存の公共交通網について最新データをもとに乗車人員、経営環境等を整理
する。 
１）ゆいレール 

 ①乗車人員 
・平成 25 年度の１日平均乗車人員は約 4.1 万人であり、近年は 4 ヶ年連続で乗車人員が増加して
いる。 

・駅別乗車人員は、県庁前が最も多く、次いで、那覇空港、おもろまちの各駅の乗車人員が多い。 
 

表 ゆいレールの輸送人員の推移 

 

出典：沖縄県都市計画・モノレール課資料をもとに作成 

 
出典：沖縄県都市計画・モノレール課 

http://www.pref.okinawa.jp/site/doboku/toshimono/joukyakusu.html 

図 ゆいレールの月別平均乗客数の推移（１日平均乗客数） 
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（注）平成 26 年 11 月末日現在 

出典：沖縄県都市計画・モノレール課 

http://www.pref.okinawa.jp/site/doboku/toshimono/joukyakusu.html 

 
図 ゆいレールの駅別年度別平均乗客数の推移（１日平均乗客数） 
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②経営環境 
・平成 25 年度では、営業収益 2,918 百万円に対し、営業費が 3,060 百万円（減価償却費 1,235 百万
円を含む）であり、営業損益はマイナス 142 百万円となっている。営業収支率は 95％である。 

・当期純損失は年々減少しているが、黒字には至っていない。累積赤字は年々拡大しており、平成
25 年度は約 134 億円である。 

・減価償却前利益は 888 百万円（H25 年度）の黒字となっている。 
 

表 ゆいレールの収支状況の推移 

 

 
（注）端数処理の関係で決算書と端数が一致しない場合がある。 

出典：沖縄都市モノレール株式会社 IR 情報・決算書をもとに作成 
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            出典：沖縄都市モノレール株式会社 IR 情報・決算書をもとに作成 

図 ゆいレールの収支状況の推移 
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